
　平成２２年度税制改正によりグループ法人税

制が導入された。グループ法人税制下では，

１００％資本関係にある内国法人間で行われる

一定の資産の譲渡取引については当該取引に

より生ずる譲渡損益が繰り延べられる。また，

寄附については支出法人において寄附金の全

額が損金不算入とされ，受領法人においては

受贈益の全額が益金不算入とされる。なお，

いずれの税制についても平成２２年１０月１日以

降に実施する取引について適用される。

　グループ法人税制の導入により繰延譲渡損

益の継続的記録や一定事項の通知などが必要

になり，納税者の事務負担の増加が予想され

る。一方，無税での資産移転の選択肢が広が

ることから，グループ法人間での資産の配置

や資本の最適化を図る上で，より柔軟かつ機

動的な資産の移転が可能になったといえる。

�　完全支配関係下における資産譲渡
取引の取扱い

　平成２２年１０月１日以降に，内国法人が完全

支配関係にある他の内国法人に対して譲渡損

益調整資産を譲渡した場合には，当該譲渡に

かかる譲渡利益額または譲渡損失額に相当す

る金額は，当該譲渡をした事業年度の損金ま

たは益金の額に算入される（法法６１の１３①）。

この規定により，譲渡法人では，譲渡損益の

額が相殺され譲渡損益が繰り延べられる結果

となる。

　なお，譲受法人では，当該資産を時価によ

り受け入れることになる。

　譲渡には，適格合併，適格分割，適格現物

出資及び適格現物分配に該当しない合併，分

割，現物出資及び現物分配が含まれることか

ら，いわゆる非適格合併等の実施により被合

併法人等において認識されることになる譲渡

損益のうち，譲渡損益調整資産にかかる譲渡

損益についても適用されることになる。なお，

非適格合併により合併法人が譲り受ける譲渡
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【資産譲渡取引】

P社

S1社 S2社

時
価
受
け
入
れ

譲
渡
損
益
調
整

100% 100%



損益調整資産の取得価額については，被合併

法人の合併直前における帳簿価額により受け

入れることになる（法法６１の１３⑦）。

譲渡損益調整資産

　なお，事業譲渡等により認識される資産調

整勘定については，譲渡損益調整資産に定義

されておらず，また，自己創設の営業権につ

いては譲渡法人等において事業譲渡等直前の

帳簿価額がない（０円）ことから，譲渡損益

調整資産に該当せず，譲渡損益の繰延べ対象

とならないものと思われる。

　譲渡法人において繰り延べられた譲渡利益

額または譲渡損失額は，譲受法人が譲渡損益

調整資産を譲渡，償却，評価換え，貸倒れ，

除却等をしたときに，そのうちの一定金額が

益金または損金の額に算入されることになる

（法法６１の１３②，③）。

繰延譲渡損益実現事由

　繰り延べられた譲渡損益の実現事由が生じ

た場合に，益金または損金の額に算入される

金額は，それぞれの事由に応じて以下のとお

り定められている（法令１２２の１４④）。

　なお，譲渡損益調整資産が減価償却資産ま

たは繰延資産に該当する場合には，当該資産

にかかる譲渡利益額または譲渡損失額のうち

各期の益金または損金の額に算入する金額を

譲受法人が適用する耐用年数に応じて計算す

る簡便な計算方法が認められている（法令１２２

の１４⑥）。

　完全支配関係下にある内国法人間で譲渡損

益調整資産を譲渡した場合には，譲渡法人及

び譲受法人の双方に以下の通知義務が課され

ている。

　譲渡法人は，その譲渡後遅滞なく以下の事

項をその譲受法人へ通知しなければならない

（法令１２２の１４⑯）。

　上記通知を受けた譲受法人は，その通知を

受けた後遅滞なく以下の事項を譲渡法人へ通

知しなければならない（法令１２２の１４⑰）。

　また，譲受法人は，その事業年度終了後遅

滞なく以下の事項を譲渡法人へ通知しなけれ

ばならない（法令１２２の１４⑱）。
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　以下の資産のうち帳簿価額が１，０００万円以

上のもの

ｏ　固定資産

ｏ　土地（土地の上に存する権利を含み，固

定資産に該当するものを除く。）

ｏ　有価証券（譲渡法人または譲受法人で売

買目的有価証券とされるものを除く。）

ｏ　金銭債権

ｏ　繰延資産

ｏ　譲受法人が譲受資産を譲渡，償却，評価

換え，貸倒れ，除却などを行った場合

ｏ　譲受法人が譲渡法人との間に完全支配関

係を有しなくなった場合

　　……繰り延べられた損益の全額

ｏ　譲受資産の償却を行った場合（減価償却

資産・繰延資産）

　　……繰り延べられた損益のうち償却費に

相当する損益の額

ｏ　譲受資産の譲渡，評価換え，貸倒れ，除

却などを行った場合　及び

ｏ　譲受法人が譲渡法人との間に完全支配関

係を有しなくなった場合

ｏ　当該譲渡資産が譲渡損益調整資産に該当

する旨

ｏ　当該譲渡資産が減価償却資産及び繰延資

産である場合に，繰延損益の実現額の計算

方法に簡便法を適用する場合にはその旨

ｏ　譲受資産が譲受法人において売買目的有

価証券に該当する場合にはその旨

ｏ　譲渡法人が譲渡資産についての繰延損益

の実現額の計算方法に簡便法を適用する旨

の通知を受けた場合において，譲受資産が

譲受法人において減価償却資産又は繰延資

産に該当する場合には減価償却資産に適用

する耐用年数及び繰延資産の支出の効果の

及ぶ期間



　これは，繰延損益の実現事由は当該事由が

生じた日の属する譲受法人の事業年度終了の

日において生じたものとされることから，譲

受法人に通知を義務付けているものである

（法令１２２の１４⑪）。

　完全支配関係下における譲渡損益調整資産

の譲渡は，あくまで譲渡損益の繰延べであっ

て，簿価による譲渡を認めるものではない。

したがって，取引価格を簿価とする場合にお

いても，その資産の時価を算定する必要があ

ることに留意する。

　含み益のある資産を当該資産の簿価で譲渡

した場合など，いわゆる低額譲渡については，

税務上，時価により譲渡したものとみなし，

また，譲渡対価と資産の時価との差額は譲渡

法人から譲受法人へ寄附したものとして取り

扱われる。

　完全支配関係下における譲渡損益調整資産

の低額譲渡取引についても，一旦は時価で譲

渡したものとみなされ，当該譲渡にかかる譲

渡利益額は譲渡法人において繰り延べられ，

譲渡対価と時価との差額については譲渡法人

から譲受法人に寄付したものとして取り扱わ

れるものと考える。

　以下，完全支配関係下にある法人間で行わ

れた寄附の取扱いについて述べる。

�　完全支配関係下における寄附・受
贈益の取扱い

　平成２２年１０月１日以降に，内国法人が完全

支配関係にある他の内国法人に対して寄附を

行った場合には，支出法人において当該寄附

金の額が損金不算入とされるとともに，受領

法人において受贈益の額が益金不算入とされ

る（法法２５の２，３７②）。なお，当該規定は法

人による完全支配関係がある場合にのみ適用

され，個人による完全支配関係下にある法人

間で寄附をした場合には，今後も継続して現

行の取扱いを受けることに留意する。また，

支出法人において損金不算入とされる金額は

寄附金の全額であり，損金算入限度額はない。

一方，受領法人においても収益計上される受

贈益の全額が益金不算入とされる。

　さらに，支出法人と完全支配関係にある親

法人において支出法人株式を寄附金の損金不

算入額相当額減額するとともに，受領法人と

完全支配関係にある親法人において受領法人

株式を受贈益の益金不算入額相当額増額する

帳簿価額の修正を行うことになる（法令９①

七）。これは，連結納税における投資簿価修

正が課税済利益に対する二重課税や二重控除

を防ぐ目的で設けられているのに対し，完全

支配関係下にある法人間の寄附はグループ全

体で課税を生じさせることなく価値の移転が

可能であることから，支出法人と受領法人の

株式価値に当該価値の移転を反映させること

を目的として設けられたものと考えられる。
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ｏ　繰延損益の実現事由が生じたときは，そ

の旨（譲渡法人が減価償却資産及び繰延資

産に原則法を適用している場合には，譲受

法人において損金算入した償却費の金額を

含む。）

ｏ　繰延損益の実現事由が生じた日

【寄附取引】

P社 

S1社 S2社

簿価の修正

（＋）

益金不算入損金不算入

100% 100%

S3社 S4社

100% 100%

簿価の修正

（－）

税務処理なし
P社 

簿価の修正

（－）

損金不算入益金不算入

100% 100%

100% 100%

簿価の修正
（＋）

簿価の修正
（－）

簿価の修正

（＋）

益金不算入損金不算入

S1社 S2社

S3社 S4社



　完全支配関係下にある内国法人間で譲渡損

益調整資産の譲渡をした場合において，その

譲渡価額が時価から乖離している場合には，

譲渡損益の繰延処理と寄附にかかる申告調整

とが同時に生じる可能性がある。

【設例】

　Ｐ社を一の者とする完全支配関係にあるＳ

１社とＳ２社との間で，Ｓ１社が保有する帳

簿価額１００（時価２００）の土地をＳ２社に譲渡

する。

　なお，当該資産の譲受けにあたってＳ２社

がＳ１社に支払う対価の額が，時価相当額

（２００）である場合，時価相当額より高額

（３００）又は低額（１００）である場合，及び無

償である場合の各社の税務上の処理は，以下

のとおり。

①　適正時価（２００）による取引

②　高額（３００）取引

③　低額（１００）取引
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２　資産譲渡取引と寄附の関係

P社 

S1社 S2社

100% 100%

Ｐ社

　仕訳なし

Ｓ２社

　（借）土　　　　　地　　　　　２００

　　　　寄　　附　　金　　　　　１００

　　　（貸）現　　　　　金　　　　　３００

　（借）そ の 他 流 出　　　　　１００

　　　（貸）寄　　附　　金　　　　　１００

Ｓ１社

　（借）現　　　　　金　　　　　２００

　　　（貸）土　　　　　地　　　　　１００

　　　　　　土 地 譲 渡 益　　　　　１００

　（借）譲渡損益調整損　　　　　１００

　　　（貸）譲渡損益調整勘定　　　　　１００

Ｓ２社

　（借）土　　　　　地　　　　　２００

　　　（貸）現　　　　　金　　　　　２００

Ｐ社

　（借）Ｓ １ 社 株 式　　　　　１００

　　　（貸）利 益 積 立 金　　　　　１００

　（借）利 益 積 立 金　　　　　１００

　　　（貸）Ｓ ２ 社 株 式　　　　　１００

Ｓ１社

　（借）現　　　　　金　　　　　３００

　　　（貸）土　　　　　地　　　　　１００

　　　　　　土 地 譲 渡 益　　　　　１００

　　　　　　受　　贈　　益　　　　　１００

　（借）譲渡損益調整損　　　　　１００

　　　（貸）譲渡損益調整勘定　　　　　１００

　（借）受　　贈　　益　　　　　１００

　　　（貸）そ の 他 流 出　　　　　１００

Ｐ社

　（借）利 益 積 立 金　　　　　１００

　　　（貸）Ｓ １ 社 株 式　　　　　１００

　（借）Ｓ ２ 社 株 式　　　　　１００

　　　（貸）利 益 積 立 金　　　　　１００



④　無償（０）取引
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Ｐ社

　（借）利 益 積 立 金　　　　　２００

　　　（貸）Ｓ １ 社 株 式　　　　　２００

　（借）Ｓ ２ 社 株 式　　　　　２００

　　　（貸）利 益 積 立 金　　　　　２００

Ｓ１社

　（借）現　　　　　金　　　　　２００

　　　（貸）土　　　　　地　　　　　１００

　　　　　　土 地 譲 渡 益　　　　　１００

　（借）土 地 譲 渡 益　　　　　１００

　　　（貸）譲渡損益調整勘定　　　　　１００

　（借）寄　　附　　金　　　　　１００

　　　（貸）現　　　　　金　　　　　１００

　（借）そ の 他 流 出　　　　　１００

　　　（貸）寄　　附　　金　　　　　１００

Ｓ２社

　（借）土　　　　　地　　　　　２００

　　　（貸）現　　　　　金　　　　　１００

　　　　　　受　　贈　　益　　　　　１００

　（借）受　　贈　　益　　　　　１００

　　　（貸）そ の 他 流 出　　　　　１００

Ｓ１社

　（借）現　　　　　金　　　　　２００

　　　（貸）土　　　　　地　　　　　１００

　　　　　　土 地 譲 渡 益　　　　　１００

　（借）土 地 譲 渡 益　　　　　１００

　　　（貸）譲渡損益調整勘定　　　　　１００

　（借）寄　　附　　金　　　　　２００

　　　（貸）現　　　　　金　　　　　２００

　（借）そ の 他 流 出　　　　　２００

　　　（貸）寄　　附　　金　　　　　２００

Ｓ２社

　（借）土　　　　　地　　　　　２００

　　　（貸）受　　贈　　益　　　　　２００

　（借）受　　贈　　益　　　　　２００

　　　（貸）そ の 他 流 出　　　　　２００

―――――――　＊　―――――――　＊　―――――――



　グループ法人税制導入後におけるＭ＆Ａ取

引や組織再編取引の実施にあたっては，過去

に対象会社が実施した譲渡損益調整資産の譲

渡にかかる譲渡損益の実現や寄附に伴う帳簿

価額修正の影響を十分に検討する必要がある。

�　無対価分割型分割

　平成２２年度税制改正により無対価の組織再

編について，その取扱いが明確化された。改

正以前は，無対価の組織再編について，税務

上の適格組織再編に該当するのか，そもそも

法人税法が想定する組織再編に該当するのか

否かについて議論があった。本改正により，

対価が省略されたものと考えられる一定の無

対価組織再編については組織再編として定義

され，適格要件を充足するものについては適

格組織再編に該当するものと規定されている。

一方で，対価が省略されたものと考えられな

い組織再編については，非適格組織再編とし

て取り扱われることになる。

　なお，このような組織再編について，本来

対価を収受すべき法人から対価を交付すべき

法人に対して寄附が行われたとして取り扱わ

れるか否かについては，明らかにされていな

い。

　上図の場合，当該分割はＳ３社がＳ４社の

株式を保有していないことから分割型分割に

該当する（法法２十二の九ロ）が，分割承継

法人または分割法人が分割法人または分割承

継法人の発行済株式の全部を保有する関係に

ないことから，非適格分割型分割として取り

扱われる（法令４の３⑥）。

　したがって，Ｓ３社がＳ４社に移転する資

産及び負債は時価により譲渡したものとみな

されるが，完全支配関係下にある法人間の資

産の譲渡に該当することから，移転資産に含

まれる譲渡損益調整資産にかかる譲渡損益は

繰り延べられることになる。一方，Ｓ４社は

当該分割にかかる引継資産を時価により受け

入れることになる。

�　コア・ノンコア事業譲渡後の
　株式売却
　企業全体の収益拡大を図るため，組織再編

などによりコア事業に経営資源を集中させ，

ノンコア事業を売却することがある。完全支

配関係下にあるＰ社とＳ社が営業譲渡により

コアとノンコア事業の整理を実施し，ノンコ

ア事業が集約されたＳ社をグループ外へ売却

する場合，以下の点に留意する。
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３　Ｍ＆Ａ・組織再編取引における留意点

P社 

S1社 S2社

引継資産

の時価受入
譲渡損益

の調整

100% 100%

S3社 S4社

100% 100%
分割型分割



ｏ営業譲渡（コア・ノンコア事業の整理）

　Ｓ社からＰ社に対して事業譲渡によりコア

事業の譲渡を行った場合において，当該事業

にかかる資産に含み益があれば含み益に対す

る課税が生じることになるが，Ｐ社とＳ社は

完全支配関係下にあることから，譲渡損益調

整資産にかかる譲渡益については繰り延べら

れることになる。ただし，Ｐ社における資産

調整勘定等に相当するＳ社の事業譲渡利益に

ついては，繰延べの対象とはならない。

　Ｐ社からＳ社に対して事業譲渡によりノン

コア事業の譲渡を行った場合において，当該

事業にかかる資産に含み損がある場合でも，

譲渡損益調整資産に係る譲渡損については繰

り延べられることになる。また，Ｐ社はＳ社

からのコア事業の譲受けにより資産調整勘定

（営業権）が計上され，５年間で償却が行わ

れる。

ｏ子会社株式（ノンコア事業）の売却

　Ｐ社がグループ外のＸ社にＳ社株式を譲渡

することにより，Ｓ社はＰ社との完全支配関

係を有しないことになるため，コア事業の譲

渡の際に繰り延べられていた譲渡益が実現し，

課税が生じることになる。一方，Ｐ社におい

ても，Ｓ社との完全支配関係を有しないこと

になるため，ノンコア事業の譲渡の際に繰り

延べられていた譲渡損が実現することになる。

�　子会社に対する債権放棄
　子会社の再建にあたり，親法人が子会社に

対して有していた債権については債権放棄を

行うことがある。この場合，債権放棄の損金

性については，損失負担として経済合理性を

有しているか否かについて以下のような点か

ら総合的に判断することとなる。

　�　子会社等は経営危機に陥っているか

（倒産の危機にあるか）

　�　損失負担等を行うことは相当か（支援

者にとって相当な理由はあるか）

　�　損失負担等の額（支援額）は合理的で

あるか（過剰支援になっていないか）

　�　整理・再建管理はなされているか（そ

の後の子会社等の立ち直り状況に応じて

支援額を見直すこととされているか）

　�　損失負担等をする支援者の範囲は相当

であるか（特定の債権者等が意図的に加

わっていないなどの恣意性がないか）

　�　損失負担等の額の割合は合理的である

か（特定の債権者だけが不当に負担を重

くしまたは免れていないか）

　経済合理性を有する損失負担とされた場合

と寄附とされる場合とでは，課税関係が異な

ることになる。完全支配関係下における債権
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P社 

S社 S社

100%

X社 

譲渡益の実現

S株式の譲渡

譲渡益調整
100%

譲渡損調整

資産調整勘定

P社 

S1社

100%

S2社

100%

簿価の修正

（＋）

益金不算入

簿価の修正

（－）

損金不算入



放棄に取扱いについても，上記の観点から損

金性を判断することになるが，債権放棄が寄

附とされた場合には，上述のとおりＳ１社に

おいて債権放棄損の全額が損金不算入とされ

るとともにＳ２社において債務免除益の全額

が益金不算入となる（法法２５の２①，３７②）。

また，Ｓ１社の親法人Ｐ社においてＳ１社株

式の帳簿価額を当該債権放棄損相当額減額す

るとともにＳ２社の親法人Ｓ１社においてＳ

２社株式の帳簿価額を当該債務免除益相当額

増額する帳簿価額修正をすることになる。

　グループ法人税制が適用される平成２２年１０

月１日以降の完全支配関係下における譲渡損

益調整資産の譲渡については，譲渡法人側で

譲渡損益調整勘定を有することになり，取引

後直ちにグループ全体の利益積立金について

増減は生じることはないが，あくまで損益の

繰り延べであることから，想定外の事由によ

り課税関係が生じることがないよう留意する

必要がある。

　また，完全支配関係下における寄附につい

ては，支出法人において損金不算入とされ，

受領法人において益金不算入とされることか

ら，グループ全体では税負担は生じず，また，

各法人の株主において投資簿価修正が生じる

ことになることから，利益積立金がグループ

法人間で移転することになる。したがって，

子会社から親法人へ寄附する場合には配当と

類似した課税関係となる点に留意が必要であ

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（了）
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